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研究資料 

小学生がおこなう向社会的行動 

―向社会的行動に関する発達心理学・教育心理学の研究方法の動向― 

 

齋藤 信1，杉山 佳菜子2 

 

要旨 

 本研究では，小学生がおこなう向社会的行動に関する発達心理学・教育心理学の研究方

法の動向について検討した。CiNii Articles（日本の論文をさがす）の検索機能に基づいて，

16 件の論文を，研究参加者，測定 1（測定方法），測定 2（測定変数）の 3 点から分析し

た。これらの分析から研究参加者の学校段階・学年により用いられやすい測定方法を指摘

して，児童の側の枠組みに立った向社会的行動の研究の重要性について指摘した。さらに，

測定 2（測定変数）において，行為，理由・動機づけ，相手 の変数について，統合的に

扱うことと変数間の関連を示すことの重要性を提唱した。 

 

キーワード： 小学生，向社会的行動，研究方法 

 

 向社会的行動（prosocial behavior）は「他の個人や集団を助けようとしたり，こうした

人々のためになることをしようとしてなされた自主的な行為」と定義されている

［Eisenberg，1982；Eisenberg & Mussen，1989 菊池・二宮  1991］。行動の例として，

寛容さ，同情を表す，持ち物を分ける，慈善団体への寄付，不平等や不正を社会から追放

することによって福祉を高めようとする活動への参加  などがある［宗方，1992］。 

日本の小学生の向社会的行動に関する発達心理学・教育心理学の研究において，どのよ

うな研究がおこなわれているのであろうか。国立情報学研究所の論文検索サービス  CiNii 

Articles（日本の論文をさがす）の，フリーワード検索で検索したところ，「向社会的行

動 児童（63 件）」「向社会的行動 小学生（28 件）」であった（2022 年 01 月 31 日ア

クセス）。この中で学会誌「発達心理学研究」「教育心理学研究」に掲載された論文は，

合わせて 12 件であった。本研究では，これら以外の学会誌・紀要論文 4 件を合わせた 16

件の論文の研究方法（研究参加者・測定）について検証することを目的とする。  

Table 1，Table 2 は本研究における 16 件の論文整理表であり，著者，掲載年次，研究

参加者，測定 1（測定方法），測定 2（測定変数）と分類 をまとめて掲載している。なお

調査・実験が複数回おこなわれたものについては，小学生が参加者となっているもの，（予

備調査・予備実験ではなく）本調査・本実験でおこなわれているものを中心に，まとめて

掲載した。 

 

 

 
1 こども教育学部こども教育学科こども教育学専攻  
2 愛知みずほ短期大学現代幼児教育学科  
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１．研究参加者 

 研究参加者は学校段階・学年で掲載している（Table 1）。児童期にあたる小学生を中心

に，保育園から大学生，さらには教師・保護者が研究参加者となっている。これらは上下

の学校段階とつながる場合を含めて（1）低学年中心 （2）中学年・高学年中心 （3）

学校段階・学年を限定しない の研究に分類されると考えられる。  

 

 

（1）低学年中心 

 鈴木・松田［1992］，清水［2010］が該当すると考えられる。清水［2010］では幼稚

園年長児が同時に対象とされており，幼児期から小学校低学年を対象とした研究である。  

（2）中学年・高学年中心 

 桜井［1986］，渡辺・衞藤［1990］，岩立［1991］，金子・新瀬［2002］，山村・中

谷［2012］，村上・西村・櫻井［2014，2016］，山村［2017］，山本・河村・上淵［2021］，

松山・真田・栗原［2021］が該当すると考えられる。村上他［2014，2016］，山本他［2021］

は，小学校中学年・高学年から中学校 1 年生・2 年生・3 年生を対象とした研究である。

また山村［2017］は小学校中学年・高学年の児童と大学生を対象としている。さらに金子・

新瀬［2002］は小学校中学年・高学年の児童と父母を対象としている。 

（3）学校段階・学年を限定しない  

 宗方・二宮［1985］，伊藤［2004］，高井［2004］，伊藤他［2014］が該当すると考

著者 年次 研究参加者 研究参加者　分類

宗方・二宮 1985 保育園年中，小1，小3，小5，中1，中3，高2 学校段階・学年を限定しない

桜井 1986 小5，小6 中学年・高学年中心

渡辺・衞藤 1990 小6 中学年・高学年中心

岩立 1991 小4，小5，小6 中学年・高学年中心

鈴木・松田 1992 小2，小3 低学年中心

金子・新瀬 2002 小3，小4，小5，小6，父母 中学年・高学年中心

伊藤 2004 小2，小4，教師 学校段階・学年を限定しない

高井 2004 小2，小4，小6，大学生 学校段階・学年を限定しない

清水 2010 幼稚園年長，小1，小2 低学年中心

山村・中谷 2012 小4，小6 中学年・高学年中心

伊藤他 2014 小1，小2，小3，小4，小5，小6，中1，中2，中3，保護者 学校段階・学年を限定しない

村上・西村・櫻井 2014 小5，小6，中1，中2，中3 中学年・高学年中心

村上・西村・櫻井 2016 小4，小5，小6，中1，中2，中3 中学年・高学年中心

山村 2017 小4，小6，大学生 中学年・高学年中心

山本・河村・上淵 2021 小4，小5，小6，中1，中2，中3 中学年・高学年中心

松山・真田・栗原 2021 小5，小6 中学年・高学年中心

Table 1 小学生がおこなう向社会的行動の論文整理表（研究参加者）
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えられる。なかでも幅広い学校段階・学年を対象としているのが宗方・二宮［1985］，伊

藤他［2014］であろう。また伊藤［2004］では教師にも，伊藤他［2014］では保護者に

も向社会的行動の評定・評価を求めている。  

 

２．測定 1 測定方法 

 測定 1 として測定方法の分類を試みる。大きく（1）例話・場面 （2）質問紙・尺度 （3）

自由記述 に分類されると考えられる（Table 2）。 

（1）例話・場面 

宗方・二宮［1985］，渡辺・衞藤［1990］，鈴木・松田［1992］，伊藤［2004］，高

井［2004］，清水［2010］，山村［2017］が該当すると考えられる。例話を用いた測定

は，道徳性の発達の研究でも用いられているものであり［山岸，1976］，認知構造の発達

を捉える測定方法として一般的なものである。例話の呈示方法としては，物語・図版・映

像が用いられている。研究参加者との関連を見ると，低学年中心の研究である鈴木・松田

［1992］，清水［2010］はいずれも例話・場面に該当しており，幼児・低学年の児童も取

り組みやすい測定方法であると考えられる。  

（2）質問紙・尺度  

 桜井［1986］，岩立［1991］，金子・新瀬［2002］，伊藤他［2014］，村上他［2014，

2016］，山本他［2021］，松山他［2021］が該当すると考えられる。研究参加者との関

連を見ると，質問紙・尺度の測定方法は小学校中学年・高学年以上が対象となっているこ

とが多く，言語理解が進んだ段階の児童に用いられる傾向があると考えられる。  

（3）自由記述 

岩立［1991］，山村・中谷［2012］が該当すると考えられる。（2）質問紙・尺度と同

様に，小学校高学年以上に用いられる傾向があり，言語理解が進んだ段階の児童に用いら

れる傾向があると考えられる。  

 

３．測定 2 測定変数 

 測定 2 として測定変数の分類を試みる。大きく（1）行為（何をするのか） （2）理由・

動機づけ（なぜするか） （3）相手（誰にするのか） に分類されると考えられる（Table 

2）。 

（1）行為 

 宗方・二宮［1985］，桜井［1986］，渡辺・衞藤［1990］，岩立［1991］，鈴木・松

田［1992］，金子・新瀬［2002］，伊藤［2004］，高井［2004］，清水［2010］，山村・

中谷［2012］，伊藤他［2014］，村上他［2014，2016］，山村［2017］，山本他［2021］，

松山他［2021］で 16 件全てが該当すると考えられる。これらは向社会的行動として何を

するのかの選択に関するものであり，最も測定されやすいものである。  

［2］理由・動機づけ 

 宗方・二宮［1985］，渡辺・衞藤［1990］，岩立［1991］，伊藤［2004］，松山他［2021］

が該当すると考えられる。理由・動機づけを問うことは道徳性の研究の基礎［山岸，1976］

につながるものであり，児童の認知構造の発達に関連するものである。  
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［3］相手 

 村上他［2016］，山本他［2021］は向社会的行動の行為とともに相手（誰に向社会的行

動をするか）に着目した研究であると考えられる。  

 

４．考察 

 本研究では，小学生がおこなう向社会的行動についての発達心理学・教育心理学の研究

方法の動向について，研究参加者，測定 1（測定方法），測定 2（測定変数）の 3 点から

検証した。 

 研究参加者については（1）低学年中心 （2）中学年・高学年中心 （3）学校段階・

学年を限定しない の 3 つに分類した。測定 1（測定方法）については，（1）例話・場面 

（2）質問紙・尺度 （3）自由記述 の 3 つに分類した。さらに測定 2（測定変数）につ

いては，（1）行為 （2）理由・動機づけ （3）相手 の 3 つに分類した。  

測定 1（測定方法）における（1）例話・場面の測定方法は，向社会的行動の文脈・枠組

みを明らかにするため，低学年以下の児童にも用いることができる。一方，同じく測定 1

（測定方法）における（2）質問紙・尺度は中学年・高学年以上の児童にも用いることが

でき，複数の尺度を組み合わせて，変数同士の関連性を検証することもできる。しかしな

がら，これらの測定方法では，研究者の側が向社会的行動の文脈・枠組みを決めていると

いう側面があり，児童たちの考える向社会的行動を捉えているかについては，疑問が残る

と思われる。こうしたところで測定 1（測定方法）の（3）自由記述は，児童たちの考える

向社会的行動の枠組みに近づくものである。自由記述の低学年の児童への実施については，

困難さも考えられるが，児童たちの向社会的行動に対する枠組みを明らかにする意味では

意義があると考えられる。また自由記述の実施後の分析については“手作業”による分析

がおこなわれてきたが［岩立，1991；山村，2012］，近年は WordMiner［テキストマイ

ニング研究会，2022］，KH Coder［樋口，2020］などのテキストマイニング用のソフト

も普及しており，新たな分析のアプローチも可能となっている。  

測定 2（測定変数）における，（1）行為 （2）理由・動機づけ （3）相手 の 3 つ

の分類については（1）行為 が最も多く研究として扱われており，（2）理由・動機づけ

は認知構造の発達の研究の基盤につながる測定変数である。一方，これらの 3 変数が統合

的に扱われ，3 者の関連性が示されることが今後の課題であると思われる。  

本研究では，小学生がおこなう向社会的行動についての研究方法の動向について考察し

たが，対象とした論文は限定されていたので，より多くの先行研究を含めた検討が今後の

課題であると考えられる。  
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